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地方創生産業インフラ整備事業費補助金について【制度創設】

地域産業振興課

１ 目 的

秋田県まち・ひと・しごと創生総合戦略の実現に向け、重点的に育成を図

ることとしている産業分野における拠点形成及び将来の雇用増につながる取

組について、短期・集中的に支援を行う。

２ 概 要

重点産業分野におけるサプライチェーンの形成、企業間連携等複数の県内

企業の参画が見込まれ、県内への波及効果の高い事業計画を知事が認定し、

認定計画に基づく設備投資に対し、助成する。

航空機産業、自動車産業、新エネルギー関連産業、
対 象 分 野

医療福祉関連産業 （製造業分野に限定）

対 象 企 業 県内に製造拠点を有する中小企業者

事業計画（５年間）について知事の認定を受け、事業計画
補 助 要 件

申請後２年以内の投下固定資産額が１億円以上であること。

対 象 経 費 建物取得費（補助率１／４を除く。）、設備取得費、工事費

補助率 基 準

一貫工程化、新たな製品の製造、部品のモジュー

ル化を目的とした施設・設備投資で国際的な認証
１／２

の取得を伴うものなど県内への高い波及効果が見

込まれること

補 助 率 等 一貫工程化、新たな製品の製造、部品のモジュー

ル化を目的とした施設・設備投資で複数企業によ
１／３

り組合（※）を組織し、構成企業が共同利用する

こと

一貫工程化、新たな製品の製造、部品のモジュー

１／４ ル化を目的とした設備投資で複数企業が連携して

取り組むこと

補 助 上 限 ５億円

計画認定期間 平成２７年１０月～平成３２年３月

※組合・・・事業協同組合、協業組合、有限責任事業組合 等
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本社機能等移転促進事業補助金等について【制度創設・拡充】 

 

産 業 集 積 課 

 

 

１ 目 的 

秋田県まち・ひと・しごと創生総合戦略の実現に向け、本社機能等を移転する企業に

対する助成制度を創設・拡充し、県内での多様で安定的な雇用の創出を図る。 

 

２ 概 要 

（１）本社機能等移転促進事業補助金の創設 

本社機能等の移転等に要する経費を助成する。 

 

補助要件 ・県内に本社機能等を移転し、本店登記するもの（ただし、登記に

ついては案件に応じて協議） 

・県内本社機能等での増加常用雇用者数２人以上（役員も含む） 

対象経費 移転に要する事務経費、建物及び付属設備、一般設備、生産設備、

従業員の転居等に要する費用、新規常用雇用者の初年度人件費 

補 助 率 ４０％以内 

補助上限 ４，０００万円 

※１）本社機能等･･･全社的な事業活動を統括する管理業務部門、調査・企画部門、 

                   情報処理部門、研究開発部門、国際事業部門および研究所、 

                         研修所（国の規定を準用）。 

※２）大規模な移転案件への対応･･･必要により別途、追加措置等を検討する。 

 

（２）本社機能等の移転とあわせ設備投資を行う場合の制度拡充 

「あきた企業立地促進助成事業補助金」及び「がんばる中小企業応援事業補助金」

の雇用要件を緩和するほか、補助率を加算する。 

 

補助金名称 雇用要件の緩和 補助率の 

特別加算 現行通常 本社移転 

あきた企業立地促進助成事業補助金

（設備投資支援型） 
１０人以上 ５人以上 

＋５％ 
がんばる中小企業応援事業補助金

（企業立地・雇用増加型） 
５人以上 ２人以上 

 

（３）計画申請期間 

平成２７年１０月～平成３２年３月 
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（参考） 地域再生法に基づく国の特例措置について 

 

国では、企業の地方拠点強化促進施策として、国税の税額控除や特別償却、自治体が

行う地方税の減額に対する減収補填等を行う。 

なお、今回の県の制度創設は、国の施策にあわせ、独自の支援策を追加することによ

り、秋田県への本社機能等の移転を促進しようとするもの。 

 

（１）対象分野 

業種の制約なし（ただし、風俗営業等に該当する事業を行う者は除く） 

 

（２）特例措置の主な要件 

地域再生計画に適合するものであり、本社機能等の移転（東京２３区からの移転）・

拡充により、１０人以上（中小企業は５人）の雇用増加があること 

 

（３）特例措置の概要 

①オフィス減税の特例 

２，０００万円以上（中小企業者は１，０００万円以上）の建物等の取得に対し、

特別償却１５％（移転型は２５％）または税額控除４％（移転型は７％） 

②雇用促進税制の特例措置 

地方拠点の当期増加雇用者一人当たり最大５０万円（移転型はさらに３年間３０

万円／年）を税額控除 

③地方税の減収補填 

自治体が地方税（事業税、不動産取得税、固定資産税）の軽減措置を行った場合、

減収分に対し補填措置 

 

（４）国の特例措置を適用するための県の対応 

①地域再生法に基づく地域再生計画の策定 

市町村と協議の上、計画を策定し、１１月末まで国認定（予定） 

②県税条例の改正 

税務課から提案予定（時期未定） 
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情報関連産業立地促進事業について【制度創設】 

 

商 業 貿 易 課 

 

 

１ 目 的 

  秋田県まち・ひと・しごと創生総合戦略の実現に向け、成長産業である情報

関連産業において、新規立地及び事業拡大を促進し、地元人材活用による情報

関連技術者の育成と仕事づくりを図るため、新たな支援制度を創設する。 

 

２ 概 要 

対象企業 

 

県内に本社を有し（新たな設置を含む）、情報関連事業を行う中小

企業者 

補助要件 県内で雇用した情報関連技術者（新規常用雇用者）５人以上（た

だし、既存県内企業の事業拡大の場合は２人以上）の増加 

 

対象経費 

 

 

 

 

 

 

 

補助項目 補助率 

①建物・機械設備等の賃借料 ２０％  【３年間】 

②通信回線使用料 ２０％  【３年間】 

③人材育成費  

 

 

 

 

 

情報関連技術者（新規常用雇用者） 

雇用者数×年間５０万円 

         【３年間】 

情報関連技術者以外の職員 

（新規常用雇用者） 

雇用者数×年間２５万円 

              【１年間】 

補助上限 年間３，０００万円 

（①＋②については、③人材育成費を上限とする。） 

計画申請 

期    間 

平成２７年１０月～平成３２年３月 

 

（参 考） 

○ 情報関連事業 

日本標準産業分類の大分類「Ｇ情報通信業」のうち、「情報サービス業（ソ

フトウェア業、情報処理・提供サービス業）」「インターネット付随サービス

業」「映像・音声・文字情報制作業（映像情報制作・配給業）」 

 

 ○ 情報関連技術者 

日本標準職業分類の大分類「Ｂ専門的・技術的職業従事者」のうち、「シ

ステムコンサルタント」「システム設計者」「情報処理プロジェクトマネージ

ャ」「ソフトウェア作成者」「システム運用管理者」「通信ネットワーク技術

者」「その他の情報処理・通信技術者」に相当する技術者 
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秋田港発電所(仮称)建設計画に係る環境アセス手続きについて

資源エネルギー産業課

丸紅(株)及び(株)関電エネルギーソリューションが、「秋田港発電所(仮称)建設計画」

に係る、環境影響評価法に基づく計画段階環境配慮書の届出等を、次により行う予定であ

る。

１ 送付年月日

平成２７年９月２５日

２ 配慮書の概要

・ 事業の目的及び内容

・ 事業実施想定区域及びその周囲の概況

・ 発電所建設計画に係る計画段階環境配慮事項に関する調査、予測及び評価の結果

公告・縦覧

・ 公 告 日：平成２７年９月２５日

・ 縦覧期間：平成２７年９月２５日～１０月２６日

・ 縦覧場所：秋田県庁、秋田市役所、潟上市役所 等

≪参考≫ 環境影響評価の流れ
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